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電気事業法の取扱い

①変圧器等の電気機械器具を製造している企業等から提供される変圧器等へのＰＣＢ混入

の可能性に関する情報に注意するとともに、必要に応じて、当該電気機械器具を製造し

た企業に対して、ＰＣＢ混入の可能性の有無について確認すること。

②ＰＣＢを含有する絶縁油を使用している電気機械器具を設置していることが判明した場

合には、電気関係報告規則第４条15号の２に基づき報告するとともに、電気の使用や供

給に大きな支障が生じない範囲で、ＰＣＢ廃棄物の処理体制等も踏まえ、当該電気機械

器具の使用を計画的に中止すること。

廃棄物処理法・ＰＣＢ特別措置法の取扱い

③変圧器等の重電機器を使用している事業者にあっては、変圧器等の重電機器の使用を終

え、廃棄しようとする場合には、重電機器メーカー及び日本電機工業会から提供される

変圧器等の重電機器へのＰＣＢ混入の可能性に関する情報に注意するとともに、必要に

応じて、当該廃重電機器のメーカーに対して、ＰＣＢ混入の可能性の有無について確認

すること。

④廃棄しようとする変圧器等の重電機器についてＰＣＢの混入が確認された場合には、事

業者にあっては、廃棄物処理法第１２条に基づき、ＰＣＢ廃棄物として適正に保管等の

処理を行わなければならないほか、当該事業場に特別管理産業廃棄物管理責任者を置か

なければならないこと。また、ＰＣＢ特別措置法第８条に基づき都道府県知事又は保健

所設置市長に対して保管等の届出をしなければならないこと。

⑤重電機器メーカーからの情報により、微量のＰＣＢの混入の可能性を完全には否定でき

ないとされる変圧器等の重電機器を廃棄しようとする場合には、事業者にあっては、Ｐ

ＣＢが含有しないことが確認されるまでの間は、当該廃重電機器をＰＣＢ廃棄物と同様

に適正に保管すること。

⑥産業廃棄物処理業者にあっては、事業者から廃重電機器の処分を受託しようとする場合

には、あらかじめ当該事業者に対して、ＰＣＢ混入の可能性の有無について確認するこ

と。当該廃重電機器について、ＰＣＢの混入が確認された場合には、ＰＣＢ廃棄物とし

て適正に処分することができる者以外、処分を受託してはならないこと。

⑦廃油もしくは金属くず等廃重電機器由来の廃棄物であることが疑われる場合には、産業

廃棄物処理業者にあっては、事業者に対し、その経歴を確認し、廃重電機器由来であれ

ば、⑥のとおりＰＣＢ混入の可能性の有無について確認すること。



プレス発表 
OFケーブル設備からの微量 PCB検出について 

 
平成 16年 2月 17日 

経済産業省 
 
１． 平成 16年 2月 12日、OFケーブル（絶縁油を用いる地中送電線）メーカー等 9

社(※)から、以下の報告を受けましたので、お知らせします。 
(1) OFケーブルメーカー6社(我が国の OFケーブルメーカー全社)が製造した一部
の OFケーブル設備中のケーブル絶縁油から微量の PCBの検出事例があった。 

(2) これを受けて、OF ケーブルメーカー等は、微量 PCB 混入の実態、その原因、
ユーザーへの情報提供等の対応について、調査・検討を実施し、その結果をと

りまとめた。 
(※) これまでＯＦケーブル設備を製造・施工していた６社及び６社間の事業統合に伴い 
設立された新会社３社。 

 
２． 調査・検討結果の概要（資料１概要版参照） 

(1)微量 PCB検出事例の分析結果から、微量 PCBは、昭和 50年以前に製造、施工
された鉱油 OF ケーブル(ケーブル絶縁油として鉱油を用いているもの)設備が元
になっていると推測される。 

(2)PCBは、その特性上 OFケーブル用の絶縁油として不適当であり、OFケーブル
メーカーにおいては PCB をＯＦケーブル用の絶縁油として使用した実績が一切
無い。また、製造、施工工程及びケーブル絶縁油の取扱いの実態等の分析・検討

結果から、OF ケーブルメーカーの製造及び施工工程においてケーブル絶縁油に
微量 PCBを混入させたことは極めて考えにくい。 

(3)製造後の入れ替えや他のケーブル絶縁油との接触、流通の機会がほとんどない油
槽外油からの検出事例からは、OF ケーブルメーカーが受け入れた時点で微量
PCBがケーブル絶縁油中に混入していた可能性を示唆するものと考えられる。 

(4)以上から、微量 PCBの混入は、PCBの使用等が規制されておらず、広く使用、
流通されていた昭和 50年以前に受け入れたOFケーブル用の鉱油(ケーブル絶縁
油の一種）に起因すると推定される。 

(5)OF ケーブルメーカーが微量 PCB の混入した鉱油を受け入れた場合、ケーブル
絶縁油を取り扱う工程において微量 PCB の伝播が生じた可能性は否定できない。
また、微量 PCBが混入した OFケーブル設備をその後に工事した際に接触媒介・
伝播が生じたと考えられる。 

(6)しかし、OFケーブルメーカー自身では、これ以上の原因の特定は困難である。 
 
３． 経済産業省としての対応 

(1) OF ケーブル設備のユーザーは、今回の調査により 175 社であることが明らか
になっている。また、OFケーブル設備は、地中に埋設されており、内部のケー



ブル絶縁油も定期的な交換の必要がないことから、ケーブル絶縁油が廃棄され

るのは、OFケーブル設備の撤去、改修等の場合に限られる。 
(2) 一部の OFケーブル設備において微量 PCBが確認されて以降、OFケーブルメ
ーカーは、拡散防止措置を講じた適切な工事を行うとともに、PCB混入が確認
された廃棄ケーブル絶縁油等は、ユーザーが PCB 廃棄物として廃掃法・PCB
特措法に基づいた適切な保管、自治体への届出等を行っているところ。 

(3) 以上のとおり、適切な拡散防止措置等を徹底することにより、微量 PCBの周辺
環境への拡散は防止可能であり、直ちに生活環境への影響が懸念されるもので

はない。 
(4) しかしながら、OFケーブルメーカーの調査では明確な原因が究明されなかった
こと及び今後 PCB 混入が確認されたケーブル絶縁油を廃棄する場合において
は、PCB廃棄物として確実かつ適正な対応を図る必要があることから、経済産
業省として以下のとおり対応することとした。 

 
① 低濃度 PCB汚染物対策検討委員会における検討 
現在、環境省と共同して「低濃度 PCB 汚染物対策検討委員会」を設置し、
変圧器等の低濃度 PCB 汚染重電機器の原因究明を進めるとともに、低濃度
PCB汚染物の処理の基本的方向等について検討を行っているが、本件につい
ても、同委員会において、原因究明及び処理の基本的方向等について検討を

行う。 
 

② OFケーブルメーカーへの要請 
ユーザーに対する十分な情報提供等を引き続き行うよう要請するとともに、

「低濃度 PCB 汚染物対策検討委員会」へ OF ケーブルメーカーが保有して
いる知見及び各種データの開示等について協力要請を行った。 

 
 
 

（本件に関する問い合わせ先） 
製造産業局 非鉄金属課 岡田、石垣 
 TEL：03-3501-1794（直通） 

 
※ 本件については、環境省と同時発表しており、経済産業省及び環境省のホームページに

掲載致します。 
※ 報告書の詳細版等については、以下の OFケーブルメーカー等 9社のホームページをご
覧下さい。 

古河電気工業㈱、住友電気工業㈱、㈱フジクラ、日立電線㈱、三菱電線工業㈱、

昭和電線電纜㈱、㈱ビスキャス、㈱ジェイ・パワーシステムズ、㈱エクシム 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

ＯＦケーブル設備からの微量ＰＣＢ検出と 

その対応について 

【概要版】 

 

 

平成１６年２月１２日 

 

 

古河電気工業株式会社 

住友電気工業株式会社 

株式会社フジクラ 

日立電線株式会社 

三菱電線工業株式会社 

昭和電線電纜株式会社 

株式会社ビスキャス 

株式会社ジェイ・パワーシステムズ 

株式会社エクシム 
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１．はじめに 

平成１４年１２月より、国内電力会社においてＯＦ（Oil Filled＝絶縁油入り）ケーブル設備中のケーブル絶

縁油へのＰＣＢ混入の有無の分析が行われ、その結果、分析の行われた一部のＯＦケーブル設備のケーブ

ル絶縁油から微量ＰＣＢの検出事例があることが判明しました。微量ＰＣＢ混入の多くの事例は、昭和３０年

代から昭和５０（１９７５）年までの間に施工されたＯＦケーブル設備の一部に見られます。このことは、ＰＣＢ使

用規制（通産省（当時）の行政指導（昭和４７年）、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律によるＰ

ＣＢの事実上の製造・使用等の禁止（昭和４９年）、電気事業法に基づくＰＣＢを含有する絶縁油を使用する電 

気機器の電路への施設の禁止（昭和５１年））以前に受け入れたケーブル絶縁油中への微量ＰＣＢの混入を

意味するものと推定されます。一方、ＰＣＢはその特性から地中送電線に使用されるＯＦケーブル絶縁油とし

ては不適当であり、ＯＦケーブルメーカはＰＣＢを使用したことはなく、その混入は当然ないものと理解しており

ました。 

しかしながらかかる現状に鑑みて、ＯＦケーブルメーカとして今後のＰＣＢ拡散の未然防止等に資するため、

ＯＦケーブル設備への微量ＰＣＢ混入の実態、その原因、ユーザへの情報提供等の対応方法等について、電

力会社に協力する形で各種調査、検討を行うとともに、ＰＣＢ拡散防止対策を進めて参りました。 

ここでは、一連の検討結果と対応方法について取りまとめを行い、ＯＦケーブル設備を保有するユーザへ

の遅滞なき情報の開示と今後の対応についてのご理解を賜ることを目的として、現在の状況について報告を

行うものであります。 

注）ＯＦケーブル設備の製造、施工を行ったＯＦケーブルメーカ各社は現在、協業による効率化のため、本件関連事

業の全部又は一部を統合、移管しており、現在の対応窓口は、以下の通りとなっております。 

製造、施工社 対応窓口社 

古河電気工業㈱ 

㈱フジクラ 
㈱ビスキャス 

住友電気工業㈱ 

日立電線㈱ 
㈱ジェイ・パワーシステムズ 

三菱電線工業㈱ 

昭和電線電纜㈱ 
㈱エクシム 

 

２．ＯＦケーブル設備の概要及び製造・施工工程等の概要 

 

２－１ ＯＦケーブル設備（ＯＦケーブル設備の概要は図２－１を参照） 

電力の送電・配電線系統においては、ＯＦケーブル設備は図２－１に示す箇所(黄色の部分)の６６ｋＶ以上

の地中送電設備としてもっぱら使われております。後述しますように、ＯＦケーブル設備は地下の専用トンネ

ルや管路内に布設され、一般公衆が直接触れうるものではありません。また、鉄塔や電柱上の架空布設で

用いられることもありません。 

このようなＯＦケーブル設備の構成概要を図２－２に示します。 

ＯＦケーブル設備は一般に、ＯＦケーブル本体と中間接続部、および他の送電線系統と接続する終端接続

部、ＯＦケーブル内にケーブル絶縁油を供給・加圧する給油装置（油槽＋バルブパネル）で構成されておりま

す。 

 ＯＦケーブル設備に使用されているケーブル絶縁油は、大別すると次のとおりです。 

         鉱油（JIS C 2320 の 1 種 1 号） 【主に６６～７７ｋＶのＯＦケーブルに使用】 

 絶縁油    ｱﾙｷﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ系合成油（JIS C 2320 の 2 種 1 号） 

            【昭和４０年代以降の１５４ｋＶ以上のＯＦケーブルに使用】 

 

なお、ＯＦケーブルメーカにおいては、ケーブル絶縁油は一貫して新油のみを使用しております。 
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図２－２ ＯＦケーブル設備の一例 

 

２－２ ＯＦケーブルの製造設備・製造工程 

ＯＦケーブルの製造は、概略以下の通りであります。 

銅・アルミの素線を撚り合わせる事により導体を製造し、絶縁紙を導体上に巻きつけて絶縁体を設けます。

この「ケーブルコア」の外部にはアルミや鉛による金属シースが施され、この外部には外傷防止等の目的より

防食層を施します。ケーブル絶縁油を取り扱う工程以外は、鉱油ＯＦケーブルと合成油ＯＦケーブルにおいて

製造工程は同一であり、共通の製造設備を用いています。 

ケーブル絶縁油は絶縁油メーカから購入したケーブル絶縁油を、ＯＦケーブルメーカ工場内で脱気処理し

た後、ＯＦケーブル絶縁体に含浸させます。この工程では、別の成分を添加することは一切ありません。 

ケーブル絶縁油のＯＦケーブルメーカでの受入後は、油種ごとに厳密な品質管理を行っている閉鎖系で最

終製品形態まで管理しており、工程中においてクロスコンタミ（鉱油と合成油の混合）及びコンタミ（鉱油或い

は合成油への「異物」の混入）が生じ得ない品質管理、工程管理を行っております。 

 

２－３ ＯＦケーブル設備の施工工程及び施工工程等におけるケーブル絶縁油の取り扱い 

ＯＦケーブルを現地に布設し、接続作業を行うとともに、油槽等の給油装置を設置、接続します。 

ＯＦケーブル設備新設時、保守時、修理時等には、作業用油槽による油量補償・加圧を行います。このとき

のケーブル絶縁油も、絶縁油メーカから購入したケーブル絶縁油を脱気処理したものを使用します。 

水力発電所 

火力発電所 

１次変電所 ３次変電所 
一般需要家 

大工場

図２－１ 送電・配電系統におけるＯＦケーブル設備の使用箇所のイメージ 

ＯＦケーブル 
ＯＦケーブル以外のケーブル・架空電線 

２次変電所

一般需要家

中工場

等
小工場

等

275～500kV級
架空送電線 

66～154kV級
送電線 

22kV級 
配電線

22kV級
配電線

6.6kV級
配電線 

600V-6.6kV
級配電線 

275～500kV級
架空送電線 

超高圧変電所 

154～275kV級
送電線 

66～154kV級
送電線 ＯＦケーブルが 

使用されている範囲

終端接続部 

中間接続部

油槽 

ＯＦケーブル
バルブパネル 

給油装置 
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３．微量ＰＣＢ検出状況と混入原因の推定 

 

３－１ 電気事業連合会集約データによるＯＦケーブル設備からの微量ＰＣＢ検出状況概要 

国内全電力会社における３月末までの集計結果によると、分析数５０１件中６７件に微量ＰＣＢが検出され、

検出比率は約１３％となります。なお、これらは調査目的で選択されたデータを含むため、無作為抽出データ

ではありません。また、微量ＰＣＢの検出事例は、ＯＦケーブルメーカ各社に見られます。 

 

３－２ 微量ＰＣＢ検出データの分析、考察、検討 

３－１集計データに、ＯＦケーブルメーカとして４月から６月中旬までに入手したデータを加え、合計１３８件

の検出データについて整理・追加考察を実施した結果、以下のような微量ＰＣＢ検出状況であることがわかり

ます。 
① 微量ＰＣＢ検出全データの集約後濃度分布は、おおむね８０％強のデータ（１３８件中１１４件）が０．５～

５ｐｐｍの範囲にあることがわかりました。 
② 製造年代別に見た場合、昭和５０年以前に製造、施工されたＯＦケーブル設備からの検出事例が非常

に多く、昭和５１年以降の検出事例は少なくなっていることが示されました。 
③ また、油槽外油の鉱油からも、微量ＰＣＢの混入が見られることが示されました。一般に、油槽外油は

購入したままのケーブル絶縁油をＯＦケーブルメーカの製造・施工工程を経ずにそのまま油槽に封入

するものであり、その後の入れ替えや補給も行われないことが多いものです。 
④ 元となるデータがＯＦケーブルメーカ別、設置年代別、ＯＦケーブル設備部位別等を考慮してサンプリン

グされたものを含むこと、また各ＯＦケーブルメーカの納入量に差があるにも関わらず、ＯＦケーブルメ

ーカ別に整理したデータでは、いずれのＯＦケーブルメーカからも検出例のあることが明らかになりまし

た。このことは、微量ＰＣＢ混入の原因が、特定のＯＦケーブルメーカに関係のない要因である可能性を

示すものと推定されます。 
⑤ 合成油ＯＦケーブル設備からの検出事例は非常に少なく、また、その全てが昭和５０年以前の鉱油ＯＦ

ケーブル設備からの引き替え後に割り入れ接続された合成油ＯＦケーブル設備であり、既設の鉱油Ｏ

Ｆケーブル設備のケーブル絶縁油と混合し得る条件にあることがわかりました。あわせて既設鉱油ＯＦ

ケーブル設備の微量ＰＣＢ検出濃度よりも、合成油ＯＦケーブル設備の微量ＰＣＢ検出濃度は低くなっ

ていることも確認されました。既設の鉱油ＯＦケーブル設備は前記②に示される微量ＰＣＢ混入が多く

確認された昭和５０年以前のものであり、これが合成油ＯＦケーブル設備への微量ＰＣＢ混入の原因と

推定されること、昭和５０年以前の合成油ＯＦケーブル設備からの検出例がないことを考慮しますと、合

成油ＯＦケーブル設備における微量ＰＣＢ混入の可能性は、現在までのデータよりないと推定されま

す。 
⑥ 合成油ＯＦケーブル設備における分析と同様に、昭和５１年以降に製造、施工された箇所から検出され

た鉱油ＯＦケーブル設備の事例について、当該設備が昭和５０年以前に製造、施工された鉱油ＯＦケー

ブル設備と接続されているかどうかについて調査を行いました。その結果、昭和５１年以降に製造、施

工された鉱油ＯＦケーブル設備全てにおいて、昭和５０年以前の鉱油ＯＦケーブル設備と接続されてい

ることが確認されました。昭和５０年以前の鉱油ＯＦケーブル設備は前記②に示される微量ＰＣＢ混入

が多く確認された時代のものであり、これが昭和５１年以降の鉱油ＯＦケーブル設備への微量ＰＣＢ混

入の原因であることが推定されます。 
以上により、ＯＦケーブル設備からの微量ＰＣＢの検出は、昭和５０年以前に製造、施工された鉱油ＯＦ

ケーブル設備が元になっていたことが推定されます。 
 
 
３－３ ＯＦケーブル設備への微量ＰＣＢ混入原因の推定 
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以上の微量ＰＣＢ混入状況の検討結果、並びにこれまでのＯＦケーブルメーカにおけるケーブル絶縁油使

用状況や製造・施工工程を踏まえますと、ＯＦケーブル設備への微量ＰＣＢ混入現象については、ＰＣＢの法

規制以前においては以下のように考えることが可能であります。 
① 微量ＰＣＢ検出データについて、ＯＦケーブル設備の製造年、検出部位、ケーブル絶縁油種、布設され
た後の割入れや引替え工事の有無・履歴、検出濃度等について分析したところ、全てのＯＦケーブルメ

ーカの製品から微量ＰＣＢが検出されており、また、ＯＦケーブル設備からの微量ＰＣＢの検出は、昭和

５０年以前に製造、施工された鉱油ＯＦケーブル設備が元になっていたことが推定される。 
② ＯＦケーブルメーカはＰＣＢを含有した製品の製造、販売を行った実績は一切ない。鉱油ＯＦケーブル設
備と合成油ＯＦケーブル設備では、ケーブル絶縁油を取り扱う工程を除き製造及び施工工程は基本的

に同一であり、いずれも共通の製造設備を用いてＯＦケーブル本体及びその接続部材料、給油装置の

製造を行い、これらを用いて建設されるＯＦケーブル設備を、いずれも共通の工事用機材を用いて施工

している。またケーブル絶縁油は、閉鎖系で油種毎に厳密な品質管理を独立に行っており、コンタミの

混入、クロスコンタミの発生は徹底的に排除されている。このような状況の下で、合成油ＯＦケーブル設

備へは微量ＰＣＢ混入の可能性がないと推定され、一方、鉱油ＯＦケーブル設備には微量ＰＣＢ混入が

生じていることから、ＯＦケーブルメーカの製造及び施工工程においてケーブル絶縁油に微量ＰＣＢを混

入させたことは極めて考えにくい。 
③ 製造後の入れ替えや他のケーブル絶縁油との接触、流通の機会がほとんどない油槽外油からの検出
事例からは、ＯＦケーブルメーカが受け入れた時点で微量ＰＣＢがケーブル絶縁油中に混入していた可

能性を示唆するものと考えられる。 
④ 以上から、微量ＰＣＢの混入は、ＰＣＢの使用等が規制されておらず、広く使用、流通されていた昭和５
０年以前に受け入れた鉱油に起因すると推定される。 

⑤ なお、ＯＦケーブルメーカが微量ＰＣＢの混入した鉱油を受け入れた場合、ケーブル絶縁油を取り扱う工
程において、その後に受け入れたＰＣＢ不含の鉱油への微量ＰＣＢの伝播が生じた可能性は否定でき

ない。また、微量ＰＣＢが混入したＯＦケーブル設備をその後に工事した際に、接触媒介・伝播が生じた

と考えられる。しかしながら、ＯＦケーブルメーカの製造及び施工工程において微量ＰＣＢを混入させた

ことは極めて考えにくい状況に変わりはない。 
⑥ しかし、ＯＦケーブルメーカ自身では、これ以上の原因の特定は現状では困難である。 

 
３－４ ＯＦケーブルへの微量ＰＣＢ混入範囲の推定について 
このように混入原因の特定が不可能であることより、昭和５１年の法規制以前に施工された鉱油ＯＦケーブ

ル設備における微量ＰＣＢ混入範囲の限定については不可能であると考えます。 
一方、昭和５１年のＰＣＢ法規制以後においては、新規の混入がないと推定されること、ＯＦケーブルメーカ

では新油の鉱油及び合成油のみを使用していること、などより、法規制後に製造、施工されたケーブル絶縁

油への微量ＰＣＢ混入はないと推定されます。 
但し､昭和５１年以後のＯＦケーブル設備であっても、昭和５１年の法規制前に製造、施工されたＯＦケーブ

ル設備と接続された設備においては、その工事の際における接触媒介・伝播が起きる可能性を否定できませ

んので、このような場合においては微量ＰＣＢが混入している可能性を否定することは困難であると考えま

す。 
 
４．ＯＦケーブル設備量と微量ＰＣＢ混入設備量の推定 

 
４－１ ＯＦケーブル設備ユーザ数 
ＯＦケーブル設備は全国の電力会社で使用される以外に、特高受電等を必要とする設備を有する電力会

社以外のユーザにおいても一部、使用されております。これら電力会社以外のユーザ最大数は１６４社であり、

ユーザの合計は１７５社であることが明らかとなりました。 
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４－２ ＯＦケーブル設備量（ＯＦケーブル長及びケーブル絶縁油量）について 
日本全国に布設されているＯＦケーブル設備量を整理すると表４－１にまとめられます。 
なお、微量ＰＣＢが混入している可能性があるＯＦケーブル設備量は、ＯＦケーブル長では約 1,400km、ケー
ブル絶縁油量では約 3,600 ｷﾛﾘｯﾄﾙのものに微量ＰＣＢ混入が起きていると推定されます。 

 
表４－１ 全国のＯＦケーブル設備量及び微量ＰＣＢ混入が想定されるＯＦケーブル設備量 推定結果 

 ＯＦケーブル長 ケーブル絶縁油量
Ａ 全国のＯＦケーブル設備量 約 13,400km 約 44,900 ｷﾛﾘｯﾄﾙ
Ｂ Ａの内、微量ＰＣＢ混入を完全に否定できないＯＦケーブル設備量 約 10,900km 約 27,900 ｷﾛﾘｯﾄﾙ
Ｂの内、微量ＰＣＢが混入しているＯＦケーブル設備量の比率 

（３－１節より） 
約 13% 

Ｃ 
Ｂの内、微量ＰＣＢが混入していると推定されるＯＦケーブル設備量

（参考値） 
約 1,400km 約 3,600 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 

注）表３－１の調査はＯＦケーブルメーカ別、設置年代別、ＯＦケーブル設備部位別等を考慮して抽出された検

出事例を含むデータからの推定値であるので、１３％という値は高めの値であると推定されます。 
 
５．ＯＦケーブルメーカのこれまでの対応・今後の対応 

 

５－１ これまでの対応について 

ＯＦケーブル絶縁油への微量ＰＣＢ混入が明らかになって以降、ＯＦケーブルメーカとして以下の対策を実

施し、ＰＣＢ汚染拡大を防止する措置を施しております。 

①工場でのケーブル絶縁油を取り扱う工程の健全性確認 

現在のＯＦケーブルメーカ各社工場設備のケーブル絶縁油を取り扱う工程においてＰＣＢ分析を実施し、Ｏ

Ｆケーブルメーカ各社ともＰＣＢ不含であることを確認しました。これら設備のＰＣＢ不含確認のために、今後

定期的なトレースにより健全性維持を進めてまいります。 

②工事用機材の健全性確認 

ＯＦケーブルメーカ各社の工事用機材についても同様にＰＣＢ分析を実施し、いずれもＰＣＢ不含であること

を確認しました。これらについては使用履歴の管理徹底等より、工事におけるＰＣＢ混入拡大防止を可能に

致しております。 

③新規購入ケーブル絶縁油の健全性確認 

ＯＦケーブルメーカ各社の工場及び工事において使用するために購入するケーブル絶縁油について、受け

入れ時点でＰＣＢ不含の確認を実施しています。 
 
５－２ 既設ＯＦケーブル設備の工事を実施する際の各ユーザへの対応について 

前記のＯＦケーブルメーカ各社の対応を実際のユーザ設備工事で反映させるために、ＯＦケーブル設備工

事の際には、ＰＣＢ混入の可能性に関する情報提供をユーザに対して実施致しております。更に、ＰＣＢ混入

が確認されたＯＦケーブル設備の工事を実施する際には、ＰＣＢ拡散防止措置を講じた上での作業を実施し

ております。 

 

５－３ 今後のＰＣＢ不含確認・拡散防止措置の徹底について 

今後とも、前述いたしました対応を確実に実施することにより、ＯＦケーブルメーカ各社ともＰＣＢの不含確

認・拡散防止、及びＰＣＢ不含が証明されたＯＦケーブル設備の納入に努めていく所存でございます。 
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５－４ 関係諸機関、ユーザへの各種協力と情報提供について 

今後、既に本件について承知されている電力会社以外の全てのユーザに対して、微量ＰＣＢが混入したＯ

Ｆケーブル設備の取り扱いに関する技術情報の提供や助言、分析機関の情報の提供を、積極的に行うととも

に、国の機関等での検討に際しては、ＯＦケーブルメーカとして貢献可能な技術的事項についての情報開示

等、積極的に協力して参ります。 

 

６．おわりに 

 

 以下に、本問題に関する考え方についてまとめ、結言と致します。 

（１）ＯＦケーブル絶縁油からの微量ＰＣＢ混入検出事例について、ＯＦケーブルメーカとして可能な範囲で検討を

進めた結果、ＯＦケーブルメーカの製造及び施工工程において微量ＰＣＢを混入させたとは極めて考えにく

い状況にあるとの結論は得られましたが、混入原因を特定することはできませんでした。 

（２）このためＰＣＢ規制以前に製造、施工されたＯＦケーブル設備（規制後であっても接触媒介による汚染の可

能性のあるものを含む）に使用されているケーブル絶縁油中へのＰＣＢ混入の可能性を否定できず、ＰＣＢ

拡散防止措置が必要となるものと思われます。 

（３）しかしながら、ＯＦケーブル設備は電気事業法に基づき適切に保守管理され、かつ、ユーザは限定できてい

ることから、前述の対策を講じることを徹底することにより、ＰＣＢ拡散完全防止が可能であると考えます。 

 

以上の内容を踏まえて、ＯＦケーブル設備を使用しているユーザに対して、微量ＰＣＢが混入したＯＦケーブル

設備の取り扱いに関する技術情報の提供や助言、分析機関の情報の提供を積極的に実施したいと考えており

ます。また、引き続き、微量ＰＣＢ混入事例の情報収集に努めるとともに、国の機関等での検討に際しては、ＯＦ

ケーブルメーカとして貢献可能な技術的事項についての情報開示等、積極的に協力して参りますので、今後と

も一層のご指導ご鞭撻をお願い申し上げます。 

 

以上 




